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《調査結果のポイント》 

 

 

◆ 現在の日本の景気が１年前と比べて悪くなったとする者の割合は90.9％。前回調査（08年

10 月）に続き、調査開始（2001 年 10 月）以来最大を更新。一方で、１年後の景気が現在

に比べて悪くなると予測する者の割合は減少。先行きには底打ち感。【図表Ⅰ-１、Ⅰ-２】 

◆ 今後１年間の賃金収入が減るとする者の割合は調査開始以来最大（34.1％）であり、１年後

の消費が減るとする者の割合は比較可能な過去３年半の間で最大（28.4%）。景気には底打

ち感があるものの、所得と消費は先行きも減少するものと見ている。【図表Ⅰ-５、Ⅰ-８】 

◆ 「雇用調整の実施以前に企業の内部留保・役員報酬を削減すべき」との意見に賛成し、かつ、

「残業の削減、休業、出向等による雇用維持」に対しては、「生活水準を維持できる程度で

あればやむを得ない」とする回答が多い。【図表Ⅱ-３】 

◆ 1 年前と比較して仕事や職場でのストレスが増加したとの回答が過去最大。40 代男性、長

時間労働者、仕事の密度が高まった人、失業不安や悩みを抱えている人でストレス増大の割

合が大きい。【図表Ⅱ-９、１０、１１】 

◆ 9割弱の世帯が家計を切り詰めているとしており、低所得層の厳しい生活が窺える。世帯年

収が 400 万円に満たない世帯では、健康な生活を維持するための医療費までも切り詰めざ

るを得ない状況であることがみられる。【図表Ⅲ-1、Ⅲ-3、Ⅲ-4、Ⅲ-5、Ⅲ-6、Ⅲ-7、Ⅲ-8】 

◆ 男性の非正社員において、雇用不安がとりわけ強く、生活全般に不満を覚える割合が高い。

厳しい雇用状況が、生活に影を落としているとみられる。【図表Ⅲ-１６】 
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《調査の実施概要》 

１．調査目的 

本調査は、勤労者に対するアンケート調査により、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を

定期的に把握するとともに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ること

を目的としている。2001 年４月に第１回調査を開始して以来、毎年４月と 10 月に定期的に調査を実施しており、今回

は第 17 回目の調査である。 

 

２．調査項目 

○ 景気・仕事についての認識 

・景気、賃金、消費、失業に関する認識[定点観測調査] 

○ 雇用調整についての認識と実態 

・雇用調整・雇用維持に対する考え方 

・雇用調整の実施状況 

○ 生活についての認識 

・家計における生活防衛 

・現状の生活での不安 

○ 定額給付金、雇用創出分野についての認識 

 

３．調査の対象 

首都圏および関西圏に居住する 20 代から 50 代までの民間企業に勤務する者 

※なお、60 代前半層に対しても調査を行っているが、４．に述べる理由から、本調査結果概要においては、あくまで

参考として扱っている。 

 

４．サンプル数および抽出方法 

まず、「平成 19 年就業構造基本調査」の首都圏（埼玉県･千葉県･東京都･神奈川県）および関西圏（滋賀県･京都

府･大阪府･兵庫県･奈良県･和歌山県）のそれぞれにおける 20 代から 50 代までの雇用者の性・年齢階層・雇用形態

別の分布を反映したサンプル割付基準を作成する。この割付基準に基づいて、㈱インテージのモニター（全国約 24

万人）の中から、首都圏に居住する 588 名、関西圏に居住する 312 名の民間企業雇用者を抽出した。首都圏と関西

圏のサンプル比率（約２対１）は人口規模にほぼ比例している。 

なお、60 代前半層に対する調査は、十分なサンプル数を確保するため、便宜上、「平成 19 年就業構造基本調査」

の当該分布割合のほぼ４倍にあたる計 200 名とした。このため、平均値を求める場合にも、20 代～50 代と 60 代前

半層とは別個に集計している。 

 

５．調査期間、調査方法および調査実施機関 

(1) 調査期間    2009 年 4 月 2 日（木）～4 月 13 日（月） 

(2) 調査方法    郵送自記入方式 

(3) 調査実施機関  ㈱インテージに調査を委託 

  

６．回収状況、回答者の構成 

(1) 回収状況  20 代～50 代  有効回答数 779 名、有効回収率 86.6％（配布数 900）   

（参考） 60 代前半      有効回答数 157 名、有効回収率 78.5％（配布数 200）  

(2) 回答者の構成                                    （％・人） 

【参考】60 代前半   20 代 30 代 40 代 50 代 回答数 （構成比）

   回答数 

（構成比）

合計  21.3 29.3  24.6  24.8  779 （100.0）  157 （100.0）

男性  19.0 31.2  24.6  25.3  459  （58.9） 104 （66.2） 

女性  24.7  26.6  24.7  24.1  320  （41.1）  53 （33.8） 
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Ⅰ 景気・物価・仕事についての認識 

 

○ 景気の現状・見通し ━現状の景況感は過去最悪を更新。先行きには底打ち感━ 

（問１、２） 

 

・ 

 
・ 

 
・ 

 

図表Ⅰ-１　１年前と比べた現在の日本の景気
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良くなった 変わらない 悪くなった わからない 無回答
 

（注）＜良くなった＞＝「かなり良くなったと思う」＋「やや良くなったと思う」、＜悪くなった＞＝「か
なり悪くなったと思う」＋「やや悪くなったと思う」。 

 


